
調査票情報等の利用、提供等に関する法制研究会（第１回）議事概要 

 

 

１ 日 時  平成 29年９月 11日（月）10：00～12：00 

 

２ 場 所  総務省第二庁舎７階中会議室 

 

３ 出席者 

（構成員）   廣松座長、伊藤構成員、宇賀構成員、庄司構成員、藤原構成員 

（オブザーバー）内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室、内閣官房行政改革推進本部事

務局、個人情報保護委員会事務局、総務省（行政管理局、統計局） 

（事務局）   総務省（政策統括官（統計基準担当）室） 

 

４ 議 題 

（１）調査票情報等の利用、提供等に関する法制研究会について 

（２）調査票情報の二次利用制度の現状と課題について 

（３）法制研究会の論点 

 

５ 資 料 

資料１   調査票情報等の利用、提供等に関する法制研究会の開催について（平成 29

年９月 11日総務省政策統括官（統計基準担当）決定） 

資料２   調査票情報の二次利用制度の概要 

資料３－１ 調査票情報の二次利用の提供件数等 

資料３－２ 統計ユーザーのニーズに関する調査（平成 29年５月 12日総務省政策統括

官（統計基準担当）（抜粋） 

資料３－３ 「公的統計の改善に向けた提言」（2016年４月 19日一般社団法人日本経済

団体連合会）（抜粋） 

資料３－４ 統計改革推進会議最終取りまとめ（平成 29年５月統計改革推進会議）（抜

粋） 

資料３－５ 地域メッシュ統計の利用例 

資料３－６ 個人情報保護関連３法の概要 

資料３－７ 情報公開法における不開示事由の類型 

参考資料  関係条文 

 
６ 概 要 

（１）事務局から、資料１に基づき、調査票情報等の利用、提供等に関する法制研究会の目

的、検討事項、構成及び運営並びに庶務について説明が行われ、規定に基づき廣松構成

員が本研究会の座長に指名された。 
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（２）議題（２）「調査票情報の二次利用制度の現状と課題について」について、事務局か

ら、資料２、資料３－１、３－２、３－３及び３－４に基づき、二次利用制度の概要等

について説明があり、本議題について、質疑が行われた。主な意見等は、次のとおり。 

 

○ 調査票情報の提供について、国民が「不安」を抱かないようにする必要があるとい

う説明がされるが法律上そうなのか。また、「補助金を受けている場合」という提供

要件であれば条件は明確だが、「学術研究の発展に資する場合」等という規定振りは

曖昧ではないか。 

 

○ 匿名データの利用件数が伸びていないことについて、例えば、カナダの場合、多数

のＰＵＦが作成・提供されているが、これはＰＵＦの作成がルーティン化されている

ことが一因となっている。我が国の統計作成部局においても、匿名データの作成をど

うルーティン化するのかが論点になる。 

 

○ 民間企業における公的統計の二次的利用については、研究目的でこれを利用する

ことと営利目的で利用することは切り分けて議論すべきである。「誰が」「どのような

目的で」活用するのかという整理が必要である。 

 

○ 公的統計のミクロデータについては、所属機関ベースで提供の認定を行い、そこに

属する者は利用できるとする方法もある。 

 

○ 調査票情報の提供について、諸外国では補助金を受けていることが提供要件とな

っていない例もあるので、所属機関等の認証制度のような別な要件を議論する余地

もあるのではないか。 

 

○ 二次利用制度について、例えば、イギリスでは、調査票情報等の提供を受けられる

者についてアプルーブドリサーチャー（承認された研究者）に限定するという制度が

あり、一度承認を受けると５年間は調査票情報提供を受けることができる。 

 

○ 個人情報保護法や行政機関個人情報保護法等の改正により、いわばフロントラン

ナーであった統計法（統計データ）の立場が逆転した。二次利用制度について、統計

に対する信頼の確保が、現時点においてもどこまで必要なものといえるのか。どのよ

うな制限を課すべきかを議論する必要がある。 

 

○ 二次利用制度について、公益性の要件は、二次利用を行うことにより何が生み出さ

れるのかとのバランスで要件を検討する必要があるのではないか。 

 

○ （平成 19年の統計法改正時に比べ）社会情勢が大きく変化しており、これを踏ま

えて公益性の要件を考える必要があるのではないか。 
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○ オープンデータ活用の視点からは、「より使い易いデータを増やす」ということが

最重要課題である。これはデータを使う人にとっての使い易さの追求であり、必ずし

もそれが個票データとは限らない。 

 

○ イギリスの場合、国家統計局が個票データを提供する上での根拠となる法律は統

計法であるが、他省庁の統計調査の個票データについては、データ保護法といった別

の法律が適用されている。こういった点を踏まえると、我が国でも調査票情報の二次

利用は統計法を根拠とすべきと考える。 

 

○ オンサイト施設について、諸外国では、調査票情報だけでなく、行政記録情報をリ

ンクさせた情報を利用するための仕組みが整えられている例がある。我が国におい

ても、オンサイト施設においてどのような情報を提供することが可能かについて検

討すべきである。 

 

○ オンサイト利用について、守秘義務規定や情報セキュリティ対策に十分配慮すれ

ば、オンサイト施設において提供可能なデータの種類は増えると考えられる。それに

ともない、ユーザーニーズが多い事業所・企業に係るデータも提供できるようになる

ことが重要である。 

 

○ オンサイトで利用できる情報の中身、要件、主体が全て関連する。どのような情報

が提供されるのかイメージができないと議論しがたい。 

 

○ オンサイト利用について、これは誰でも利用できることを想定しているのか、それ

とも研究者のみの利用を想定しているのか。また、分析結果で個人情報を持ち出さな

いようにどうチェックを行うのか。 

← オンサイト利用については、現在、統計法第 33 条の規定を適用して運用してい

るところであるが、情報の提供範囲について、制限を緩和できないか検討している

ところである。 

 

○ 二次利用制度について、企業は、ライバル企業に情報を取得されることを恐れてい

る。「誰が」よりも「何の目的で」という観点から二次利用を制限するとなると、統

計法ではなく情報保護法制の問題といえるのではないか。どういうことを行っては

いけないのかということについて議論すべきである。 

 

○ 諸外国では、オンサイト利用において、複数の事業所・企業系の個票データをリン

クさせて利用することが可能な国が存在する。こうした場合、利用者自身が情報をリ

ンケージして利用するのか、提供者があらかじめリンケージした上で利用させるの

かといったリンケージに関する基盤整備のあり方を考えなくてはならない。また、利
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用者が分析結果を持ち出そうとする際の審査に関する仕組み作りが重要である。 

 

○ オンサイト利用について、イギリスでは、研究目的で企業による個票の利用を認め

た事例がある。誰がどういう目的で使うのかを整理する必要がある。 

 

（３）議題（３）「法制研究会の論点」について、資料３－５、３－６及び３－７を適宜参

照しつつ、調査票情報等の利用、提供等に関する法制上の論点について質疑が行われ

た。主な意見等は次のとおり。 

 

○ 欧米諸国のＰＵＦについては、商用目的での利用は想定しておらず、主として教育

目的とされている。適正管理義務等も必要とされていないと認識している。匿名デー

タについて、ＰＵＦのような形態を目指す場合、我が国においてどのような目的で提

供するのかについて議論する必要がある。公益性の要件を外すのは難しいと考えて

いる。 

 

○ 平成 19年に旧統計法の改正を行った際、二次利用制度については、被調査者の統

計への信頼確保等の側面から、慎重に運用を行うべきであるという観点から出発し

た。最近では、行政に申告済みの内容を何故、再度調査で回答しなければならないの

かという声が大きい。社会全体の空気の変化を感じる。今回予定している改正におい

ては、次の段階としてどうすべきなのかといった議論をする必要がある。 

 

○ 統計への信頼確保と調査への負担感とは別の論点ではないか。 

 

○ 行政機関個人情報保護法における非識別加工情報は転々流通するものではないが、

個人情報保護法上の匿名加工情報と同様の加工基準を採用している。転々流通する

かどうかは、法令レベルにおける加工基準の在り方と直接的に関係するものではな

いと考えられる。 

 

○ 個人情報保護法上の匿名加工情報についても、提供先において統計作成目的で使

用される前提であり、また、技術的にもそのような利用ができるものとされる必要が

ある際には、平均、分散等が維持される形で加工される可能性も当然ありうるものと

考えられる。そのため、統計作成目的で使用される前提であるかどうかは、法令レベ

ルにおける加工基準の在り方と直接的に関係するものではないと考えられる。 

 

○ 匿名加工情報を満たさないようなレベルの加工のものについて、一般に流通させ

ていくことが妥当であるとお考えであるのか、不正利用防止等についてどのように

お考えか。 

 

○ 「匿名データ」の定義について、照合による識別ができないように加工したものと
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いう趣旨の規定がされているが、個人情報保護法の匿名加工情報は照合が禁止され

ており、趣旨は一致しているのか。 

← 匿名データが民間に提供された場合、統計法及び個人情報保護法が重畳的に適用

される可能性があり、こうした状況で良いのかが論点の一つである。 

 

○ 匿名データは、転々流通するものでないと考えるが、個人情報保護法の匿名加工情

報はそうではないのか。 

← 個人情報保護法の匿名加工情報については、匿名加工情報であることを明示すれ

ば、転々流通することを認めている。 

← 統計法における匿名データについては、転々流通は予定していない。 

 

○ 平成 15年の行政機関個人情報保護法制定においては、旧法に同じく統計法におい

て行個法の適用除外を踏襲したが、その後、情報に対する保護水準が全体として上が

ったといえる。平成 19年の統計法改正時にも二次利用に伴い様々な保護規定を置い

た。そして、平成 28年には行個法の改正により行政機関非識別加工情報が導入され

たところである。統計法について、現状のまま（行個法の適用除外）で良いとは考え

るが、こうした状況の変化、影響を受け入れるべきか議論が必要である。 

 

○ 「二次利用」という用語は、オープンデータの文脈では、ある目的で集められた情

報を別の目的で利用する場合に用いられるが、統計法の場合は、調査票情報を二次的

に利用することという意味で用いられている。統計改革を求める現在のニーズのう

ちのある程度の部分は、資料３－５の地域メッシュ統計の内容を充実させるなど、集

められた目的を超えて、より粒度の細かいデータを利用しやすくすることで満足さ

せられるのではないか。そのような法改正を必要としない利便性向上を進めながら、

調査票情報の二次利用を本当に求めている人がどれ位いるのかを見極める必要があ

るのではないか。 

 

○ 匿名データについて、イギリスの場合、エンド・ユーザー・ライセンスド・データ

といって、ライセンスを取得すれば、ＩＤとパスワードを用いて、学生等でもダウン

ロードして利用することができるのだが、利用に際して、データの漏えい禁止に係る

誓約書が必要で、違反した場合には罰則を科すといった規定になっている。このよう

な仕組みも参考になるのではないか。 

 

○ 匿名加工情報については、個人情報保護法において個人識別符号を削除すること

と規定されているが、統計法においては個人識別符号についての規定がない。匿名デ

ータに関しては匿名加工情報とデータの特性が異なると思われることから、匿名加

工情報の問題が匿名データにも当てはまるのかどうかについては検討の余地がある。 

 

以上 


